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　１．はじめに
　不完全競争を前提として，マクロ経済の分析を進めることが決定的に重
要であるという見解は，今日では一般に広く認められていると云える。さ
て不完全競争（あるいは独占的競争）のもとでの乗数の問題を取り扱った
ものとしてはHart〔3〕, Mankiw〔6〕, Solow〔12〕, Startz〔13〕，〔14〕
等が挙げられる。　しかしこれらの分析は本質的に比較静学分析であり，例
えばMankiw〔6〕では例外的に動学的乗数過程の分析はあるとは云え，
安定性についての一般的なモデル分析が欠けている。
　比較静学分析･一乗数分析一が有効であるためには，サミュエルソン
のいわゆる対応の原理1）が満たされなければならない，すなわちその体系
の安定条件の成立が保証されることが必要である。それゆえ，本稿ではマ
クロ経済理論のミクロ経済学的基礎に注意を払いつつ，不完全競争下のマ
クロ経済モデルを構築し，その安定性についての一般的なモデル分析を行
う。
　本稿における以下の論述は次のように進行する。まず第２節では，不完
全競争下の静学的マクロ経済モデルが提示される。次に第３節では，第２
節の静学的モデルに対する動学的決定論モデルを定式化し，安定条件を吟
味する。動学的確率論モデルの構築とその安定条件の検討は第４節で行な
われる。最後に，むすびで本橋の成果について若干のコメントを与えるこ
とにする。
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　２．静学モデル
　2. 1.消　費　者
　すべての人々の集合は同一の個人からなるとする。代表的個人は単一の
生産された財である消費財（Ｃ）とレジャー（Ｌ）を独立変数とする次式で
表わされるコブ・ダグラス型の効用関数を，後に示される制約条件のもと
で最大化するものとする。
　レジャー（Ｌ）をニュメレールとする。　ωを時間の賦存量とすると，
ω－Ｌは労働所得となる。総所得は（ω－Ｌ）十/7と表わせる。ここで/7は
利潤である。
　政府によって徴収される租税収入は，次式の如く総所得と関係なく一括
して集められる部分と総所得に依存する部分とから成り立っているとする。
　　　　　　　　　　　　　－ここでT＝全租税徴収額，T＝租税の一括して徴収される部分，f＝税率で
ある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－税引き後の総所得は(ω－/7)＋/7－7｀＝(1－幻{(ω－Ｌ)十77}-rである。
　かくて
が個人の予算制約式となる。ここでＰは消費財の価格である。
　（３）式を制約条件として，（１）式を最大化するという問題を解くと
を得る。この式はここでの一種の消費関数であり，αは限界消費性向であ
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ると云えよう。
　2. 2.政　府
　政府の財政収入は，生産された財の購入のために用いられる額（Ｇ）と
政府に雇われている人々への支払い額（Ｗ）の二つのものを賄うために支
出される。すなわち
である。
　生産された財に対する総支出（Ｙ）は
と表せる。
　（６）の右辺の第１項（ＰＣ）に（４）の右辺の値を代入すると
となる。
　ゆえに総支出は利潤と政府支出の増加関数であり，税収の一括税の部分
と税率の減少関数である。
　2. 3.企　業
　単一の財を生産するＮ個の企業が存在するとする。総産出量（Ｑ）の実
質総需要に対する弾力性は１であるとすると，次式が成立する。
　Ｎ個の企業は同一の規模に関する収穫逓増技術を持っていると仮定する。
Ｆを固定費，（7を限界費用とすると，各企業の費用関数は
　　　　　　　　　　　　　－214（3）－
と表示される。ここで7では総費用であり，ｑは各企業の生産量である。
費用はニュメレール（レジャ－）によって測られている。
　市場形態としては寡占が支配しているとする。Ｎ個の企業は利潤マージ
ン
を決定する。利潤マージンは一定の企業数Ｎに対して与えられているとす
る。
　産出量と総支出との間の関係は（8），（10）より
となる。利潤マージン（μ）と限界費用（ｃ）がー定値であるとすると，生
産された財に対する支出と産出量は比例関係にあることになる。政府に雇
われている人々への支払い額（Ｗ）は支出（Ｙ）あるいは産出量（Ｑ）に含
まれていないから，ｙやＱはＧＮＰというよりもむしろ産業の次元での生
産に近いものである。
　総収入から総費用を引くと総利潤となる。
を得る。かくて総利潤は総支出の増加関数となることが分かる。
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　2. 4.労　働　市　場
　これまで検討してきた財市場が均衡（需給一致）状態にあると，ワルラ
ス法則により労働市場においても均衡（需給一致）が実現する。すなわ
ち，このことを示すと次のようになる。
　労働供給は時間賦存量からレジャーに対する需要を引いたものであるか
ら
　労働供給＝ω－Ｌ
また労働需要は企業の需要(NF十ｃＱ）と政府の需要の合計であるゆえ
　労働需要＝（ＮＦ十両）十万
２。５．ま　と　め
二つの式
は重要である。支出は利潤と財政変数に依存しおり，一方利潤は支出に従
属している。
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　３．財　政　政　策
　この節では財政政策の効果を検討する。分析は企業数（Ｎ）と利潤マー
ジン（μ）を一定と想定して進められるという意味で短期である。
　3. 1.均衡予算乗数
　　　　　　　　　　－今f＝Oとして，Ｇ＝７｀を仮定すると，（7），（13）から
が導かれる。乗数は限界消費性向（ａ）と利潤マージン（μ）に依存するこ
とが分かる。完全競争（μ＝O）のもとでは，均衡予算乗数は1－αである。
限界単位からの収入がすべて利潤となるケース（μ＝1）では，均衡予算乗
数は１になる。
　3. 2.租　税　乗　数
　－（７についての）租税乗数は(7), (13)より
となる。完全競争下（μ＝O）では，租税乗数はーαであり。競争が完全で
なくなるにつれて（μ→1），租税乗数はーα/（1一心（1－α）に接近する。
　3. 3.政府支出乗数
という租税乗数を導出できる。完全競争（μ＝O）のもとでは，dY/dGは１
となり，利潤マージンが１に近づくにつれて，それは標準のケインズ派の
　　　　　　　　　　　　　－211（6）－
価1バ1－(に?‾)α}に接近することになる。
　4.動学的確定論モデル
　ここではこれまでの静学モデルに支出ラッグの考え方を導入して動学モ
デルを構築することにしょう。
を得る。
　所得があってしかるのちに消費がなされる，つまり所得と支出の間に１
期のタイム・ラッグがあるとすると
が導かれる。
とすると, (18)の解は次のようにまとめられる。
ここでｙoはｎの初期値である。
　ｙ1＝1のときは，ｙoをｃと書けば，ｎ＝ｃ十沼となる。 /1≠1のときは
　　　　　　　　　　　　　　　　　－と表せる。ここでｙo一召/（1－/1）＝Ｃとおけば
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　　　　－を得る。Ｃを任意定数としたとき，(23)が(18)の一般解となる。
　　　　－(23)でＣ＝Oの場合は，ｙ,＝召八1－／1)とう定数値関数になる。　これ
を，ｙ,の均衡値といいｙ＊で表すことにする。すなわち
である。したがって，一般解(24)は
と表示される。
　かくてｎはμ|＜1のときおよびそのときに限りｙoのいかんにかか
わらず均衡値に収束することが分かる。ゆえに(18)の安定条件は|廊＝
|(1一心卯|＜1であるということになる。
　5.動学的確率論モデル
　ここでは(４)の消費関数に不規則撹乱項を導入する。
(25)においてＸ,は確率変数であり
を仮定する。すなわち，期待値は０，分散は?の定常的確率変数であっ
て，１次以上の系列相関係数はすべてＯ（系列無相関）であるとする。
　(7), (13), (18), (19), (20), (25)等から
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を得る。ここで不規則項が£(ｘ,)のときの乗数水準をe(y;)とすると，
£(ｎ)＝(召十召)八1－/1)である。故にｙ＝Ｙ．-Ｅ(ｎ)，石＝ｘ,一万(ｘ,)とお
くと
が導かれる。
　(27)において，仮定により石は定常的かつ系列無相関であり，0＜/1
＜1を考えに入れれば，同次部分の特性根の絶対値は１より小である。
よって定常解か存在して
であることが判明する。この場合ｎはたとえO＜/1＜1であっても，一定
値には収束しない。十分な時間の経過のうちには，ｎは乗数水準のまわり
を振動するが，その振動は上下にかたよらず散らばり，分散は♂/(1－が)
で与えられる。ここで?は消費関数の不規別項の分散である。
　６．む　す　び
　われわれは本橋においてわれわれの確定論的モデルでの体系の安定条件
を明らかにした。　しかし当然のことながらこれに対応する確率論的モデル
においてははっきりした安定性は云えなかった。本橋で展開された分析を
もとに今後この方面の理論の一層の前進を図りたいと思っている。
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